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○基幹統計調査の承認 

 

基幹統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日

国 勢 調 査

 

総 務 大 臣 承認事項の変更 

・「従業上の地位」の選択肢の区

分の変更、「就業時間」の削除な

ど、調査事項の変更。 

・調査票の封入提出方式の全面

導入、郵送提出方式の導入、モ

デル地域におけるインターネッ

ト回答方式の導入など、調査方

法の変更。 

・非正規雇用、高齢者に関する

集計の拡充、「職業等基本集計

（第３次基本集計）」の公表時期

の早期化など、集計事項及び公

表時期の変更。 

 

 

H21.10.2

農 業 経 営 統 計 調 査

 

農 林 水 産 大 臣 承認事項の変更 

・個別経営統計について、標本

数の縮減を行い、調査・集計・

結果表章は現行のまま継続。 

・組織法人経営統計について、

標本数の縮減を行い、調査・集

計・結果表章は現行のまま継続。 

 

 

H21.10.2

小 売 物 価 統 計 調 査

 

総 務 大 臣 承認事項の変更 

・消費者物価指数の平成 22 年基

準改定に向けて、調査品目の追

加(22 品目)、調査品目の名称変

更(21 品目)及び調査系統の変更

（２品目）。 

 

 

H21.10.28

工 業 統 計 調 査

 

経 済 産 業 大 臣 承認事項の変更 

・地方道路税法(昭和 30 年法律

第 104 号)の改正に伴い、調査事

項の「地方道路税」の表記を「地

方揮発油税」に変更。 

・報告者の記入しやすさ等に配

慮した調査票の様式等の変更。 

 

 

H21.10.29

 



○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H21.10.8 民間企業の研究活動に関する調査 文 部 科 学 大 臣

H21.10.9
国際比較プログラム（OECD2011年ラウンド「食料・飲料・た
ばこ」調査）に関する小売物価調査

総 務 大 臣

H21.10.9 国民健康・栄養調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.10.16 21世紀出生児縦断調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.10.16 院内感染対策サーベイランス 厚 生 労 働 大 臣

H21.10.16 労働争議統計調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.10.16 生活保護母子世帯調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.10.19 産業廃棄物処理実態調査 環 境 大 臣

H21.10.20 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査 財 務 大 臣

H21.10.20 国家公務員共済組合年金受給者実態調査 財 務 大 臣

H21.10.21 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.10.23 地域児童福祉事業等調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.10.23 中国残留邦人等実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.10.26 民間住宅ローンの実態に関する調査 国 土 交 通 大 臣

H21.10.28 病院報告 厚 生 労 働 大 臣

H21.10.28
大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就
職内定状況等調査

文 部 科 学 大 臣
・厚生労働大臣

H21.10.28 消費生活協同組合（連合会）実態調査 厚 生 労 働 大 臣
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21.10.7 沖縄県県民健康意識実態調査 沖 縄 県 知 事

H21.10.7 広島市産業廃棄物実態調査 広 島 市 長

H21.10.8 栃木県社会貢献活動団体に関する実態調査 栃 木 県 知 事

H21.10.13 千葉県医療実態調査 千 葉 県 知 事

H21.10.13 神戸市男女共同参画社会に関する事業所の意識・実態調査 神 戸 市 長

H21.10.13 就業状況に関する調査 広 島 市 長

H21.10.23 静岡市地場産業実態調査 静 岡 市 長

H21.10.26
かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アン
ケート（住民向け）

神 戸 市 長

H21.10.26 中小製造業における新エネルギー分野進出意向調査 大 阪 府 知 事

H21.10.26 年末一時金要求・妥結状況調査 滋 賀 県 知 事

H21.10.26 林業労働者就労動向調査 愛 知 県 知 事

H21.10.27 高校生の健康・生活実態調査 千 葉 県 知 事

H21.10.28 平成21年度自主防災組織実態調査 静 岡 県 知 事

H21.10.28 時代を拓く県内製造業未来戦略調査 埼 玉 県 知 事

H21.10.28 観光地調査（知多半島観光圏推進観光客実態調査） 愛 知 県 知 事

H21.10.29 看護職員勤務状況等実態調査 長 野 県 知 事

H21.10.29 成人式に関する調査 鹿児島県教育委員会

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21.10.2 青少年の社会意識及び活動に関する調査 茨 城 県 知 事

H21.10.2 平成21年度県民生活習慣実態調査 岩 手 県 知 事

H21.10.6 平成21年度受動喫煙に関する施設調査 神 奈 川 県 知 事

H21.10.6 平成21年度受動喫煙に関する県民意識調査 神 奈 川 県 知 事

H21.10.7 千葉県生活習慣に関するアンケート調査 千 葉 県 知 事

H21.10.8 市政アドバイザー意識調査（第10期・第3回） 神 戸 市 長

H21.10.13 県民健康調査 福 島 県 知 事

H21.10.20 平成21年度県民栄養調査 山 梨 県 知 事

H21.10.22 看護職員確保対策実態調査 新 潟 県 知 事

H21.10.28 中小企業景況調査 愛 知 県 知 事

H21.10.29 県民経済計算推計に関する特別調査 神 奈 川 県 知 事

○届出統計調査の受理
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 国勢調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部国勢統計課 

【目 的】 統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）第５条第２項の規定

に基づき、国勢統計（法第２条第４項第１号に規定する基幹統計）を作成し、国

内の人及び世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－国勢調査 調査票 

【公 表】 インターネットへの掲載又は結果表を閲覧に供する方法（集計区分に応じ、

集計の完了したものから順次公表）、官報に公示（人口速報集計による全国・都

道府県・市区町村別の人口総数：調査実施年の翌年２月末まで、人口等基本集計

による全国・都道府県・市区町村別の人口総数及び世帯数：調査実施年の翌年１

０月末まで） 

※ 

【調査票名】 １－国勢調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国（総務省令で定める島を除く） （単位）世帯 （属性）本

邦に常住する者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数） １３０，０００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員・郵送・オンライン （記入）併用 （把握時）調査実施年の１

０月１日午前零時現在 （系統）総務省－都道府県－市町村－指導員－調査

員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の９月２３日～１０月２４日 

【調査事項】 ア．氏名、イ．男女の別、ウ．出生の年月、エ．世帯主との続柄、オ．配

偶の関係、カ．国籍、キ．現在の住居における居住期間、ク．５年前の住居

の所在地、ケ．在学，卒業等教育の状況、コ．就業状態、サ．所属の事業所

の名称及び事業の種類、シ．仕事の種類、ス．従業上の地位、セ．従業地又

は通学地、ソ．従業地又は通学地までの利用交通手段、タ．世帯の種類、チ．

世帯員の数、ツ．住居の種類、テ．住宅の床面積、ト．住宅の建て方（ただ

し、法５条第２項ただし書の規定による国勢調査にあっては、キ、ク、ケ及

びソに掲げる事項を除く）  
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【調査名】 農業経営統計調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課 

【目 的】 農業経営体の経営及び農産物の生産費の実態を明らかにし，農業行政の基礎

資料を整備する。 

【沿 革】 従来の農家経済調査（指定統計第３６号）及び米生産費統計調査（指定統計

第１００号）並びに米以外の農産物，畜産物及び繭の生産費調査（承認統計）を

整理・統合し，新たに指定統計として指定され，平成６年７月から調査を実施し

ている。その後，家計費に係る調査の家計調査（指定統計第５６号）への一元化

に伴い，本調査から家計収支の実態を明らかにする部分が削除されるとともに，

自給的農家が調査対象から除外され，平成１２年１月から適用されている。また，

平成１８年１月から，農家以外の農業経営体（組織経営体）のうち，会社や法人

組織経営について自計による郵送調査（郵送回収）を導入した。 

【調査の構成】 １－現金出納帳 ２－作業日誌 ３－経営台帳 

【公 表】 月次統計については「農林水産統計速報」（調査終了後６０日以内），その他

の統計については「農業経営統計調査報告」（年刊，調査終了後１年以内） 

※ 

【調査票名】 １－現金出納帳 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）２００５年農林業センサス

で規定する「農業経営体」のうち農産物の販売を目的とする経営体 （抽出

枠）農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，６１７ （配布）職員 （取集）郵

送・職員 （記入）自計 （把握時）月末現在 （系統）農林水産省－地方

農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．収入・支出（農業経営に係る贈り物・もらい物を含む。），２．家計ま

たは農業生産関連事業に使った生産物，３．農外収支，４．事業外収入，５．

事業外支出 

※ 

【調査票名】 ２－作業日誌 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）２００５年農林業センサス

で規定する「農業経営体」のうち農産物の販売を目的とする経営体 （抽出

枠）農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，６１７ （配布）職員 （取集）郵

送・職員 （記入）自計 （把握時）月末現在 （系統）農林水産省－地方

農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－報告者 
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【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．作業区分，作業者名，１日当たり標準労働時間，作業日，２．作物・

季節区分，作業内容，男女別等労働時間，３．生産費に使用した資材 

※ 

【調査票名】 ３－経営台帳 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）２００５年農林業センサス

で規定する「農業経営体」のうち農産物の販売を目的とする経営体 （抽出

枠）農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，６１７ （配布）職員 （取集）郵

送・職員 （記入）他計 （把握時）年末現在 （系統）農林水産省－地方

農政局－地方農政事務所－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年 

【調査事項】 （個別経営・任意組織経営）１．世帯員の性別，生年月，就業状態等，２．

作付地の種類，地目，総面積，法廷評価額，使用割合，異動状況等，３．所

有建物，所有自動車及び所有農機具の種類，構造（型式），取得年月，取得

価額，延べ面積（台数），使用割合，異動状況等，４．所有植物の種類，品

種，植栽年月，取得価額，異動状況等，５．所有動物の種類，品種，生産年

月，取得年月，頭数，異動状況等，６．現物在庫（未処分農作物，農業生産

資材）の品名，数量，単価等，７．現金・預貯金及び借入金の種類，年始め・

年末残高等，８．自給牧草作付面積・生産量，牧草費用減価償却配賦表等，

（組織法人経営）９．貸借対照表，損益計算書，（個別経営・任意組織経営・

組織法人経営共通）１０．作付け面積，生産量，構成員の状況，事業従業者

数，受委託状況別面積等  
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【調査名】 小売物価統計調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２８日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室 

【目 的】 小売物価統計（国民の消費生活に必要な商品の小売り価格及びサービスの料

金についてその毎月の動向を明らかにすることを目的とする基幹統計）を作成す

ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和２５年６月に都道府県庁所在市（４６都市）及び８都市（帯

広、高崎、松本、浜松、松坂、防府、今治、都城）で約２１０品目について行っ

ていたが、その後、調査市町村、調査品目等について改正を加え現在に至ってい

る。調査市町村については、昭和３７年７月から郡部を加え、全国的な規模の調

査とした。さらに、昭和４７年には、沖縄本土復帰により沖縄県下の５市２町を

追加した。その後、数次にわたり調査市町村の追加・廃止を行い、平成２１年１

月現在１６７市町村となっている。一方、調査品目については、原則として５年

ごとの消費者物価指数の基準改定に合わせて改訂を行っているが、調査結果に関

して、消費者物価指数のほか、個別の商品及びサービスの価格水準についてもま

すます注目されるようになり、より詳細な資料が要請されるようになっているた

め、市場における商品の出回り状況の変化等に迅速に対応できるように、基準改

定の間の中間年においても調査品目（銘柄）の拡充・整理統合を行っている。 

【調査の構成】 １－小売物価統計調査調査票 

【公 表】 「小売物価統計調査年報」、「小売物価統計調査報告」（月報）、「消費者物価指

数」（毎月閣議報告・公表） 

【備 考】 調査対象は、総務大臣が指定する約１６７市町村（宿泊調査の対象施設が所

在する市町村を含めると計２２７市町村）の約２８，０００事業所及び約２５，

０００世帯 

※ 

【調査票名】 １－小売物価統計調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所及び世帯 （属性）商品の販売又はサービ

スの提供が事業として行われている事業所及び民営借家に居住している世

帯 （抽出枠）事業所・企業統計調査及び国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出及び有意抽出 （客体数）２８，０００ ２５，００

０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査実施

期日現在 （系統）〔調査員調査品目〕総務省－都道府県－統計調査員－報

告者，〔都道府県調査品目〕総務省－都道府県－報告者，〔総務省調査品目〕

総務省ー報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）【調査員調査品目】毎月１２日を含む週の水

曜日、木曜日又は金曜日のうちいずれか１日。ただし、生鮮魚介・野菜・
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果物及び切り花については、毎月５日、１２日、２２日を含む各週の水曜

日、木曜日又は金曜日のうちいずれか１日とし、調査日とその前２日間（計

３日間）の中値を調査する。【都道府県調査品目及び総務省調査品目】毎

月１２日を含む週の金曜日（遊園地入園料については日曜日）。宿泊料は、

毎月５日を含む週の金曜日（休日の前日である場合にあっては、翌週の月

曜日）及び土曜日。 

【調査事項】 総務省統計局長が指示する一定の銘柄の小売価格又は料金及びこれらに附

随する事項（事業所の名称、事業主の氏名、所在地等）  
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【調査名】 工業統計調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２９日 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部産業統計室 

【目 的】 我が国工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得る。 

【沿 革】 工業に関する生産統計としては、明治初年民部省が開始した「府県物産表」

調査、明治１６年からの農商務統計のうちの「工場調査」（従業員１０人以上、

毎年調査）があるが、独立の調査としては、明治４２年から「工場統計調査」が

開始された。この調査は、従業者５人以上の工場について５年に１回実施された

が、大正９年からは、毎年調査に改められた。さらに昭和１４年からは、「工場

調査」として、従業者数にかかわりなく、すべての工場・作業場について調査が

行われるようになった。昭和２２年には統計法に基づく指定統計第１０号として、

日本標準産業分類による製造業を対象とする「工業調査」に改められ、昭和２５

年には「昭和２５年工業センサス」、昭和２６年以降は「工業統計調査」となり

現在に至っている。昭和３１年からは、本社本店調査が、また、昭和３８年から

は用地用水調査が本調査に追加された（用水調査は，昭和３３年と昭和３７年に、

また、用地調査は昭和３６年、昭和３７年に付帯調査として行われた）。また、

昭和５１年からは、甲調査は従業者３０人以上の事業所（従来は２０人以上）、

乙調査は２９人以下の事業所（同１９人以下）、を対象とすることとなった。昭

和６０年及び昭和６１年には、「丙調査」が中止されたが、昭和６２年には、従

来の丙調査を見直した新たな丙調査（企業の多角化、ソフト化、国際化について

把握）が実施され、平成元年には、その２回目の調査が実施された。昭和５６年

調査からは、予算上の制約に伴う統計調査の効率的な実施の要請に応えるため同

年調査以降の特定年次（原則として，西暦年末尾が０、３，５，８の年以外の年）

については、簡素化した調査である裾切調査として実施することとなった。平成

３年には、長崎県の島原市及び深江町については雲仙不普賢岳の噴火災害により

調査の範囲から除外された。平成４年以降は、通商産業省企業活動基本調査の実

施に伴い、丙調査を廃止することとされた。平成１２年には、東京都三宅村につ

いては、三宅島（雄山）の噴火災害により調査の範囲から除外された。平成１６

年調査では、新潟中越地震の被災地域のうち十日町市、川口町及び山古志村につ

いて、調査対象地域から除外した。 

【調査の構成】 １－工業調査票甲 ２－工業調査票乙 

【公 表】 「工業統計速報」（調査年の翌年）、「工業統計表（産業編）〔概要版〕」、「工業

統計表（産業編）」、「同（市区町村編）」、「同（企業統計編）」、「同（品目編）」、

「同（用地・用水編）」、「同（工業地区編）」（調査年の翌々年） 

※ 

【調査票名】 １－工業調査票甲 



- 10 - 
 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）従業者３０人以上の事業所（製

造、加工又は修理を行っていない本社又は本店を除く。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８０，０００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）毎年１２月３１日現在 （系統）経済産業省

－都道府県－市（区）町村－調査員－報告者，経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地、２．本社又は本店の名称及び所在地、３．

他事業所の有無、４．経営組織、５．資本金額又は出資金額（会社に限る）、

６．従業者数、７．常用労働者毎月末現在数の合計、８．現金給与総額、９．

原材料、燃料、電力の使用額、委託生産費、製造等に関連する外注費及び転

売した商品の仕入額、１０．有形固定資産、１１．リース契約による契約額

及び支払額、１２．製造品在庫額、半製品、仕掛品の価額及び原材料、燃料

の在庫額、１３．製造品の出荷額、在庫額等、１４．品目別製造品出荷額、

加工賃収入額及びその他収入額の合計金額、１５．内国消費税額（酒税、た

ばこ税、揮発油税及び地方揮発油税の納付税額又は納付すべき税額の合計額

をいう。）、１６．製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合、１７．主要原

材料名、１８．作業工程、１９．工業用地及び工業用水、２０．１０、１２

及び１３の在庫額に係る消費税の経理処理の状況 

※ 

【調査票名】 ２－工業調査票乙 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）従業者２９人以下の事業所（製

造、加工又は修理を行っていない本社又は本店を除く。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４６０，０００ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）毎年１２月３１日現在 （系統）経済産業

省－都道府県－市（区）町村－調査員－報告者，経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地、２．本社又は本店の名称及び所在地、３．

他事業所の有無、４．経営組織、５．資本金額又は出資金額（会社に限る）、

６．従業者数、７．現金給与総額、８．原材料、燃料、電力の使用額、委託

生産費、製造等に関連する外注費及び転売した商品の仕入額の合計金額、９．

製造品出荷額等、１０．品目別製造品出荷額、加工賃収入額及びその他収入

額の合計金額、１１．内国消費税額（酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮

発油税の納付税額又は納付すべき税額の合計額をいう。）、１２．製造品出荷

額等に占める直接輸出額の割合、１３．主要原材料名及び簡単な作業工程、

１４．有形固定資産、１５．１４に係る消費税の経理処理の状況、１６．製

造品在庫額、半製品及び仕掛品額の合計金額 



- 11 - 
 

○一般統計調査の承認 

【調査名】 民間企業の研究活動に関する調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月８日 

【実施機関】 文部科学省科学技術政策研究所 

【目 的】 民間企業の研究活動の動向を把握，分析することにより，科学技術政策の立

案，推進に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－民間企業の研究活動に関する調査票 

【公 表】 「調査結果報告書」の刊行及びインターネットによる公開（平成２２年９月

下旬） 

※ 

【調査票名】 １－民間企業の研究活動に関する調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金１億円以上で，「社内で研

究活動を実施している」企業 （抽出枠）平成２０年度「科学技術研究調査」 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，５００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）資本金は平成２１年４月

１日現在 （系統）文部科学省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年１１月３０日 

【調査事項】 １．企業の基礎情報（財務情報等）、２．主力製品・サービスの特徴（市

場での競争環境、新製品投入実績等）、３．研究開発活動に関する基礎情報

（主要業種における研究開発費、その増減理由等）、４．研究開発者の雇用

状況（主要業種における研究開発者数、その増減等）、５．卓越した研究開

発者のプロフィール（トップクラス人材の選定理由、学歴・職務経験等）、

６．研究開発の成果に関する知的財産活動（主要業種における国内特許出

願・保有・実施件数、その他の増減等）、７．合併・買収の影響（合併・買

収の状況、それに伴う研究開発組織・体制・環境の変化等）、８．技術のラ

イフサイクル（成功した製品開発プロジェクトについて、研究開発の工程、

利益があがった理由等）  
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【調査名】 国際比較プログラム（ＯＥＣＤ２０１１年ラウンド「食料・飲料・

たばこ」調査）に関する小売物価調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月９日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室 

【目 的】 国際比較に必要な商品の小売価格及びサービス料金を調査し，ＯＥＣＤが主

宰する「国際比較プログラム」（ＩＣＰ）に対して，各国通貨の購買力平価によ

る国内総生産（ＧＤＰ）の実質比較を行うための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－国際比較プログラム（ＯＥＣＤ２０１１年ラウンド「食料・飲料・

たばこ」調査）に関する小売物価調査調査票 

【公 表】 総務省政策統括官（統計基準担当）を通じてＯＥＣＤに報告され，ＯＥＣＤ

から公表される。 

※ 

【調査票名】 １－国際比較プログラム（ＯＥＣＤ２０１１年ラウンド「食料・飲料・た

ばこ」調査）に関する小売物価調査調査票 

【調査対象】 （地域）東京都区部 （単位）店舗 （属性）小売業 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／４０，０００ （配布）総務省職

員による調査 （取集）総務省職員による調査 （記入）他計 （把握時）

調査日現在 （系統）総務省統計局－調査員（職員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２１年１０月１３日～１１月１３日 

【調査事項】 １．調査品目，２．調査銘柄，３．単位，４．価格  
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【調査名】 国民健康・栄養調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月９日 

【実施機関】 厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室 

【目 的】 国民の身体の状況，栄養摂取量及び生活習慣の状況を明らかにし，国民の健

康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票 ２－栄養摂取状況調査票 ３－生活習慣調査票（１

５歳以上用） ４－生活習慣調査票（１４歳以下用） 

【公 表】 概要発表（調査年翌年の１０月）、報告書（調査年翌々年の６月）、総務省ホ

ームページ（ｅ－ｓｔａｔ） 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）世帯員（身長・体重：満１歳以上、

腹囲測定：満６歳以上、血圧測定：満１５歳以上、１日の運動量（歩行数）：

満１５歳以上、血液検査：満２０歳以上、問診（服薬状況、運動）：満２０

歳以上） （抽出枠）国民生活基礎調査地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／１２４，８５９，０００ 

（配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）毎年１１月中

の任意の１日 （系統）厚生労働省－都道府県・保健所設置市・特別区－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月 

【調査事項】 身長、体重、腹囲、血圧、服薬状況等 

※ 

【調査票名】 ２－栄養摂取状況調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯及び個人 （属性）世帯及び世帯員（満１歳

以上） （抽出枠）国民生活基礎調査地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，７００／４７，９５７，０００ １

５，０００／１２４，８５９，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）併用 （把握時）毎年１１月中の任意の１日 （系統）厚生労働省－都

道府県・保健所設置市・特別区－保健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月 

【調査事項】 生年月日、仕事の種類、食事の状況、料理名、使用量等 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票（１５歳以上用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）満１５歳以上の世帯員（飲酒・喫

煙等については満２０歳以上） （抽出枠）国民生活基礎調査地区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３，０００／１０８，９３０，０００ 
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（配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月中

の任意の１日 （系統）厚生労働省－都道府県・保健所設置市・特別区－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月 

【調査事項】 朝食の欠食状況、歯の状況、飲酒状況、糖尿病の状況、喫煙の状況等 

※ 

【調査票名】 ４－生活習慣調査票（１４歳以下用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）満１歳以上満１４歳以下の世帯員

の保護者である世帯員 （抽出枠）国民生活基礎調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００／１５，９２９，０００ （配

布）保健所職員等 （取集）保健所職員等 （記入）自計 （把握時）毎年

１１月中の任意の１日 （系統）厚生労働省－都道府県・保健所設置市・特

別区－保健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月 

【調査事項】 むし歯予防のために行っていること、間食の頻度、歯磨きの個人指導の有

無等  



- 15 - 
 

【調査名】 ２１世紀出生児縦断調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月１６日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 ２１世紀の初年に出生した子の実態及び経年変化の状況を継続的に観察する

ことにより、少子化対策等厚生労働行政施策の企画立案、実施等のための基礎資

料を得る。 

【調査の構成】 １－２１世紀出生児縦断調査調査票 

【公 表】 概況：厚生労働省ホームページ（調査年翌年の６月）、報告書：政府統計の総

合窓口（ｅ－ｓｔａｔ）ホームページ（調査年翌年の１０月） 

※ 

【調査票名】 １－２１世紀出生児縦断調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）２００１年１月１０日から１７日

の間及び７月１０日から１７日の間に出生した子の保護者 （抽出枠）人口

動態調査出生票 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３８，３５２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）１月出生児：毎年１月１８日，７月出生児：毎年７月

１８日 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）配布開始：１月出生児－毎年１月７日，７月

出生児－毎年７月７日、 提出期限：１月出生児－毎年２月１０日，７月

出生児－毎年８月１０日 

【調査事項】 家族構成、学校生活のようす、放課後のようす、起床・就寝時間、食事の

ようす、負担や悩み、父母の就業状況等  
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【調査名】 院内感染対策サーベイランス（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月１６日 

【実施機関】 厚生労働省医政局指導課 

【目 的】 院内感染対策サーベイランスは、参加医療機関における院内感染の発生状況

や、薬剤耐性菌の分離状況および薬剤耐性菌による感染症の発生状況を調査し、

医療機関の院内感染の概況を把握し医療現場への院内感染対策に有用な情報の

還元等を行うことを目的とする。 

【調査の構成】 １－検査部門サーベイランス調査票 ２－全入院患者部門サーベイラン

ス調査票 ３－手術部位感染部門サーベイランス調査票 ４－集中治療室

部門サーベイランス調査票 ５－新生児集中治療室部門サーベイランス調

査票 

【公 表】 院内感染対策サーベイランスインターネットホームページ（季ないし年の最

終データ提出期日から６か月後） 

※ 

【調査票名】 １－検査部門サーベイランス調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）原則病床数２００床以

上で、かつ体制や設備等の要件を満たす医療機関 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５７４／２，７４６ （配布）オンライン 

（取集）オンライン （記入）自計 （把握時）１か月（月初めから月末ま

で） （系統）厚生労働省－民間事業者－医療機関 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１５日まで 

【調査事項】 患者基本データ、感染症データ、抗菌薬データ、基礎疾患等に関するデー

タ等 

※ 

【調査票名】 ２－全入院患者部門サーベイランス調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）原則病床数２００床以

上で、かつ体制や設備等の要件を満たす医療機関 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４３３／２，７４６ （配布）オンライン 

（取集）オンライン （記入）自計 （把握時）１か月（月初めから月末ま

で） （系統）厚生労働省－民間事業者－医療機関 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１５日まで 

【調査事項】 入院患者数、感染症発症患者の患者基本データ、原因菌名、感染症名等 

※ 

【調査票名】 ３－手術部位感染部門サーベイランス調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）原則病床数２００床以

上で、かつ体制や設備等の要件を満たす医療機関 
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【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３９４／２，７４６ （配布）オンライン 

（取集）オンライン （記入）自計 （把握時）手術日を基準として１月～

６月分の半年と７月～１２月分の半年 （系統）厚生労働省－民間事業者－

医療機関 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）１月～６月分は８月末日、７月～１２月分

は翌年２月末日 

【調査事項】 選定した種類に該当する全手術症例の患者基本データ、手術の種類、術野

汚染度、手術部位感染の有無、感染部位、転帰等 

※ 

【調査票名】 ４－集中治療室部門サーベイランス調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）原則病床数２００床以

上で、かつ体制や設備等の要件を満たす医療機関 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０３／２，７４６ （配布）オンライン 

（取集）オンライン （記入）自計 （把握時）患者の退室日を基準として、

１月～６月分の半年と７月～１２月分の半年 （系統）厚生労働省－民間事

業者－医療機関 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）１月～６月分は８月末日、７月～１２月分

は翌年２月末日 

【調査事項】 集中治療室の全入室患者基本情報（熱傷患者をのぞく）、感染症発症患者

の感染症種類、原因菌等 

※ 

【調査票名】 ５－新生児集中治療室部門サーベイランス調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）原則病床数２００床以

上で、かつ体制や設備等の要件を満たす医療機関 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１０２／２，７４６ （配布）オンライン 

（取集）オンライン （記入）自計 （把握時）患者の退室日を基準として

１月～１２月分の１年 （系統）厚生労働省－民間事業者－医療機関 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）翌年２月末日 

【調査事項】 新生児集中治療室入室患児数、出生体重群別入室患児数、感染症発症患児

の出生体重群、原因菌名、感染症分類名等  
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【調査名】 労働争議統計調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月１６日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 労働争議の状況を調査し、その実態を明らかにして、労働行政推進上の基礎

資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－労働争議統計調査票 

【公 表】 厚生労働省ホームページ、報告書（調査実施翌年８月下旬） 

※ 

【調査票名】 １－労働争議統計調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県労政主管課 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報部－

都道府県労政主管課 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査票の提出期限：翌月２０日まで 

【調査事項】 ア．事業所の名称及び常用労働者数、イ．事業所の主要生産品名又は事業

の内容（産業大・中分類）、ウ．争議の性格、ストを発令した最上部組合名、

エ．労働組合の名称及び労働組合員数、オ．争議発生年月日（当月発生、繰

越の別）、カ．争議解決年月日，解決方法、キ．統一行動年月日、ク．企業

の全常用労働者数規模、ケ．団体区分、コ．要求事項、サ．争議の総参加人

員及び行為参加人員、シ．争議行為の形態別日数，行為参加人員及び労働損

失日数、ス．第三者関与の状況、セ．労働組合への適用法規  
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【調査名】 生活保護母子世帯調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月１６日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局 保護課 

【目 的】 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に基づく保護を受けている母子世

帯の生活実態を明らかにすることによって、生活保護制度及び厚生労働行政の企

画運営のために必要な資料を得る。 

【調査の構成】 １－世帯票 ２－世帯員票 

【公 表】 報告書、厚生労働省ホームページ（平成２２年３月予定） 

※ 

【調査票名】 １－世帯票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）被保護母子世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４９０／８８，７１０ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年１１月１日 （系統）

厚生労働省－都道府県－（市・特別区及び福祉事務所を設置する町村）－福

祉事務所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票の配布：調査基準日の１週間前

を目安とする、調査票の回収期限：平成２１年１１月３０日 

【調査事項】 世帯員の状況、保護の決定状況、住居の状況、支出の状況、貯蓄の状況、

借入金の状況、世帯主の状況（ＤＶの経験等） 

※ 

【調査票名】 ２－世帯員票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）被保護母子世帯の世帯員 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）平成２１年１１月１日 （系統）厚生労働省－都道府県－（市・特別

区及び福祉事務所を設置する町村）－福祉事務所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票の配布：調査基準日の１週間前

を目安とする、調査票の回収期限：平成２１年１１月３０日 

【調査事項】 手助けや見守りの状況、就業状況、健康状況等  
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【調査名】 産業廃棄物処理実態調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月１９日 

【実施機関】 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 

【目 的】 都道府県の産業廃棄物の排出及び処理の実態を把握し、全国産業廃棄物排出・

処理状況調査及び温室効果ガス排出量の算定の基礎室王を得る。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物処理実態調査票（建設業） ２－産業廃棄物処理実態調

査票（建設業以外） 

【公 表】 環境省ＨＰにて平成２２年４月頃「速報値」を公表し、「確報値」は確定後に

公表 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物処理実態調査票（建設業） 

【調査対象】 （地域）北海道、山形県、岐阜県、京都府、大阪府、奈良県、愛媛県、高

知県、長崎県及び大分県 （単位）事業所及び企業 （属性）日本標準産業

分類における「建設業」の事業者 （抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１１，０００／５５，０００ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）平成２０年４月から平成２１年３月まで （系統）環境省－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１０月３０日～１１月３０

日 

【調査事項】 １．事業所の概要（名称、代表者名、所在地、業種、事業所の規模）、２．

廃棄物の名称、３．廃棄物の発生量、４．事業所内での処理状況（処理方法、

処理後量）、５．委託による処理状況（処理・再生利用方法、委託先） 

※ 

【調査票名】 ２－産業廃棄物処理実態調査票（建設業以外） 

【調査対象】 （地域）北海道、山形県、岐阜県、京都府、大阪府、奈良県、愛媛県、高

知県、長崎県及び大分県 （単位）事業所及び企業 （属性）日本標準産業

分類における「建設業」「金融業，保険業」「教育，学習支援業」「複合サー

ビス事業」及び「公務」を除く業種の事業者 （抽出枠）事業所母集団デー

タベース 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）５０，０００／４００，０００ 

（配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把

握時）平成２０年４月から平成２１年３月まで （系統）環境省－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１０月３０日～１１月３０

日 
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【調査事項】 １．事業所の概要（名称、代表者名、所在地、業種、事業所の規模）、２．

廃棄物の名称、３．廃棄物の発生量、４．事業所内での処理状況（処理方法、

処理後量）、５．委託による処理状況（処理・再生利用方法、委託先） 
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【調査名】 連合会を組織する共済組合における医療状況実態統計調査（平成２

１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２０日 

【実施機関】 財務省主計局給与共済課 

【目 的】 国家公務員共済組合連合会を組織する共済組における組合員およびその被扶

養者の医療給付状況の実態を調査し，今後の短期給付事業の健全な運営を図るた

めの基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－医療状況実態統計調査票 

【公 表】 「国家公務員共済組合事業統計年報」（平成２２年２月）、財務省ＨＰにて公

表（平成２２年４月）、「ｅ－ｓｔａｔ」に掲載（平成２２年７月） 

※ 

【調査票名】 １－医療状況実態統計調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）共済組合の支部 （属性）国家公務員共済組合連

合会を組織する共済組合の支部 （抽出枠）各財務局が管轄する組合支部リ

スト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８１０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）１年間 （系統）財務省主計局－各財務局－各共済組合支

部（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月３１日 

【調査事項】 １．組合区分，２．各共済組合支部における通し番号，３．組合員種別，

４．組合員・被扶養者の別，５．一般・高齢者等別，６．生年月，７．性別，

８．標準報酬の等級及び月額，９．疾病分類番号，１０．診療開始年月，１

１．診療種別，１２．診療年月，１３．診療実日数，１４．一点単価，１５．

共済組合に対する請求一点単価，１６．診療点数合計，１７．公費負担，１

８．一部負担金額，１９．食事・生活療養費，２０．診療内容，２１．医療

機関の種別，２２．高額療養費  
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【調査名】 国家公務員共済組合年金受給者実態調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２０日 

【実施機関】 財務省主計局給与共済課 

【目 的】 年金制度の受け持つ役割が重要性を増しつつある現状に鑑み，国家公務員共

済年金受給者の実態を把握することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は，昭和４８年の国家公務員等共済組合法改正の国会審議の中で，年

金受給者についての実態調査が必要である旨の指摘を受けて開始されたもので

ある。調査は，下記の調査票から構成され，それぞれ３年周期で実施しているも

のであり，今回は、「３．障害共済年金・障害年金受給者実態調査票」について

実施するものである。１．退職共済年金・退職年金・減額退職年金受給者実態調

査票（昭和４９年から３年ごと），２．遺族共済年金・遺族年金受給者調査票（昭

和５０年から３年ごと），３．障害共済年金・障害年金受給者実態調査票（昭和

５１年から３年ごと） 

【調査の構成】 １－障害共済年金・障害年金受給者実態調査票 

【公 表】 「国家公務員共済組合事業統計年報」（平成２２年２月），ホームページ（平

成２２年４月）、ｅ－ｓｔａｔ（平成２２年７月） 

※ 

【調査票名】 １－障害共済年金・障害年金受給者実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）国家公務員共済組合連合会から障

害共済年金・障害年金を受給している者 （抽出枠）連合会提供の需給権者

統計表（年金原簿） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，２００／１５，５００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年２月１日現在 （系統）

財務省主計局給与共済課－連合会－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年２月末日 

【調査事項】 １．受給者の性別，年齢，２．受給年金について（１）種類、（２）金額、

（３）支給開始年、（４）障害共済年金または障害年金の等級、（５）扶養者

の年齢、額，３．国家公務員災害補償法に基づく障害補償年金需給状況、４．

他の年金の受給状況、５．公的年金加入状況、６．主な居所、７．介護の状

況、８．定期的な医療機関受診状況、９．公的医療保険の加入状況、１０．

世帯人員、世帯主、１１．生活費の月平均額、１２．年金の使途、１３．世

帯の受給者以外の収入状況  
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【調査名】 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２１日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

【目 的】 平成２１年４月の障害福祉サービス報酬改定等の施策の実施が、障害福祉サ

ービス事業所等に与える影響について調査・分析を行うことにより、報酬改定等

の趣旨が障害福祉サービス等従事者の処遇改善に的確に反映されているかどう

か検証するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 調査票 

【公 表】 概況：厚生労働省ホームページ（調査翌年の２月）、報告書（調査翌年の３月） 

※ 

【調査票名】 １－障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）１．新体系の障害福祉

サービス等を提供する施設 ア．介護給付（居宅介護、重度訪問介護、行動

援護、療養介護、生活介護、児童デイサービス、短期入所、重度障害者等包

括支援、共同生活介護、施設入所支援）、 イ．訓練等給付（自立訓練、就

労移行支援、就労継続支援、共同生活援助）、 ウ．相談支援 ２．旧体系

の障害福祉サービス等を提供する施設（特定旧法指定施設） 身体障害者療

護施設、身体障害者更生施設、身体障害者入所授産施設、身体障害者通所授

産施設、知的障害者入所更生施設、知的障害者入所授産施設、知的障害者通

所更生施設、知的障害者通所授産施設、知的障害者通勤寮 ３．障害児施設

等 肢体不自由児施設、肢体不自由児療護施設、肢体不自由児通園施設、盲

児施設、ろうあ児施設、難聴幼児通園施設、重症心身障害児施設、知的障害

児施設、第一種自閉症児施設、第二種自閉症児施設、知的障害児通園施設、

重症心身障害児（者）通園事業 （抽出枠）平成２１年４月１日現在の障害

福祉サービス事業所等を都道府県に照会し作成した名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３，８４８／７１，３１９ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

調査年の９月及び調査年前年の９月 （系統）厚生労働省－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）平成２１年度及び２２年度 （実施期日）調査年の１０月３０

日～１１月３０日 

【調査事項】 １．施設・事業所に関する設問（報酬改定前後における加算の取得状況、

従事者数、収入、給与総額、賃金等の改善状況、教育・研修に関する状況、

職場環境に関する状況等）、２．従事者に関する設問（報酬改定前後におけ

る雇用形態、労働時間、夜勤回数、兼務状況等の変化、給与、手当、一時金

等）  
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【調査名】 地域児童福祉事業等調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２３日 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 

【目 的】 保育所を利用する世帯の保育所の入所状況や父母の就業状況及び認可外保育

施設の状況を把握することにより、保育需要の多様化に対応した保育施設の在り

方を検討するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－保育所利用世帯票 ２－認可外保育施設調査票 

【公 表】 概況：厚生労働省ホームページ及び総務省ｅ－ｓｔａｔ（調査年翌年２月） 

※ 

【調査票名】 １－保育所利用世帯票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）保育所を利用している世帯 （抽

出枠）保育所施設名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７，０００／２，３００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査年度の２月１日 （系

統）厚生労働省－都道府県・指定都市・中核市－福祉事務所－保育所－報告

者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）調査年度の１月１５日～３月１５日 

【調査事項】 世帯の状況、保育所の入所状況、父母の就業状況等 

※ 

【調査票名】 ２－認可外保育施設調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）認可外保育施設 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７，３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査年度の２月１日 （系統）厚生労働省－都道府県

－市町村－報告者、厚生労働省－指定都市・中核都市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）調査年度の１月１５日～３月１５日 

【調査事項】 施設の名称、所在地、設置主体、通常の開所時間、在所児童数、従事者数

等  
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【調査名】 中国残留邦人等実態調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２３日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局援護企画課中国孤児等対策室 

【目 的】 永住帰国した中国残留邦人及び樺太残留邦人の生活実態を把握し、支援施策

に関する基礎資料を整備することを目的とする。 

【沿 革】 昭和５９年から「中国帰国者生活実態調査」の名称で行われてきたが、今回

から、調査対象として樺太残留邦人が追加されたことから、「中国残留邦人等実

態調査」に名称が変更された。 

【調査の構成】 １－中国残留邦人等実態調査調査票 

【公 表】 厚生労働省ホームページ及び政府統計の総合窓口（ｅ－ｓｔａｔ） （調査

年翌年の９月下旬） 

※ 

【調査票名】 １－中国残留邦人等実態調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）昭和３６年４月以降に永住帰国し

た中国残留邦人及び樺太残留邦人本人。（ただし、調査基準日において、永

住帰国日から１年を経過していない者を除く。） （抽出枠）帰国者リスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査年の１０月１日時点 （系統）厚生労働省－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）調査票の配布開始：調査年の１１月上旬、

調査票の提出期限：調査年の１２月上旬 

【調査事項】 基本データ（性別、生年月日、在住都道府県）、施策に対する感想、住居

種別、日本語習得状況、収入状況、配偶者の状況、家族の状況等 
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【調査名】 民間住宅ローンの実態に関する調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２６日 

【実施機関】 国土交通省住宅局総務課民間事業支援調整室 

【目 的】 民間住宅ローンの供給状況の実態について把握し，独立行政法人住宅金融支

援機構の証券化支援業務等についての効果の把握、改善の検討及びその他政策立

案に必要な統計データを収集することを目的とする。 

【調査の構成】 １－民間住宅ローンの実態に関する調査票 

【公 表】 国土交通省ＨＰ掲載及び冊子配布（翌年３月まで） 

※ 

【調査票名】 １－民間住宅ローンの実態に関する調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）住宅ローンを供給している民間金

融機関 （抽出枠）全国銀行協会、農林中央金庫、全国信用金庫協会、全国

信用組合中央協会、生命保険協会、日本損害保険協会、全国労働金庫協会、

信託協会、日本モーゲージバンカー協議会が保有する会員機関データ及び前

年の本調査対象者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５００ （配布）郵送・ファクシミリ （取

集）郵送・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）前年４月１日から３月

３１日又は前年３月３１日現在 （系統）国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月から１２月まで 

【調査事項】 １．個人向け住宅ローンの供給量の実態（１）個人向け住宅ローン全体の

実績（金利タイプ別）、（２）新築住宅の建築・購入等に係る融資の実績、（３）

他の住宅ローンからの借換えの実績、２．個人向け住宅ローンに関する審査

基準等（１）融資審査内容、３．個人向け住宅ローンの固定期間が１０年超

の住宅トーンのリスクヘッジの手段（１）リスクヘッジの手段の具体的内容、

４．個人向け住宅ローン以外の供給量の実態（１）賃貸住宅の建設・購入に

係る融資（アパートローン）の実績、５．住宅ローンの商品のラインナップ
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【調査名】 病院報告（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２８日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 全国の病院、療養病床を有する診療所における患者の利用状況及び病院の従

事者の状況を把握して、医療行政の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－病院報告（患者票） ２－病院報告（従事者票） 

【公 表】 月報：厚生労働省インターネット（調査月の翌々月の月末）、概況：厚生労働

省インターネット（調査年の翌年９月末）、年報：報告書及び厚生労働省インタ

ーネット（調査年の翌々年３月末） 

※ 

【調査票名】 １－病院報告（患者票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）全国の病院及び療養病

床を有する診療所 （抽出枠）医療施設基本ファイル 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０，７００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）厚

生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月２０日まで 

【調査事項】 １．在院患者延数，２．月末在院患者数，３．新入院患者数，４．退院患

者数，５．外来患者延数，６．療養病床に係る同一医療機関内の他の種別の

病床から移された患者数及び同一医療機関内の他の種別の病床へ移された

患者数，７．介護療養病床に係る同一医療機関内の介護療養病床以外（他の

種別の病床を含む。）の病床から移された患者数，８．同一医療機関内の介

護療養病床以外（他の種別の病床を含む。）の病床へ移された患者数及び月

末病床数 

※ 

【調査票名】 ２－病院報告（従事者票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）病院 （属性）全国の病院 （抽出枠）医療施設

基本ファイル 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８，９００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査年の１０月１日現在 

（系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保健所

－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年の１０月２０日まで 

【調査事項】 職種別従事者数  
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【調査名】 大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定

状況等調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２８日 

【実施機関】 文部科学省高等教育局学生・留学生課、厚生労働省職業安定局若年者雇用

対策室 

【目 的】 毎年３月に大学、短期大学、高等専門学校及び専修学校を卒業する予定の学

生・生徒について、就職内定状況等を把握し、就職問題に適切に対処するための

参考資料を得る。 

【調査の構成】 １－大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定

状況等調査票 

【公 表】 文部科学省及び厚生労働省ホームページ（毎年１１月中旬、１月中旬、３月

中旬、５月中旬） 

※ 

【調査票名】 １－大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職内定状

況等調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）国公私立大学、短期大学、高等専

門学校、専修学校 （抽出枠）全国学校総覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１１２／４，１７４ （配布）郵送・オン

ライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１０月

１日現在，１２月１日現在，２月１日現在，４月１日現在 （系統）文部科

学省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（４回） （実施期日）調査実施期間：毎年１０月から翌年

４月まで、調査票の提出期限：毎年１０月中旬、１２月中旬、２月中旬、

４月中旬 

【調査事項】 １．性別、２．進路の希望（第１希望）、３．就職希望者の学校における

専攻、４．最終的に就職することとした企業から採用の意思表示があった時

期  
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【調査名】 消費生活協同組合（連合会）実態調査（平成２１年承認） 

【承認年月日】 平成２１年１０月２８日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局地域福祉課消費生活協同組合業務室 

【目 的】 消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会に関する事業の状況、財務の

状況等の基本的事項を明らかにし、消費生活協同組合制度に関する施策形成のた

めの基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－平成２１年度消費生活協同組合（連合会）実態調査票 （１．組合

票） ２－平成２１年度消費生活協同組合（連合会）実態調査票 （２．

連合会票） 

【公 表】 厚生労働省及び総務省のホームページ（調査実施翌年の５月中旬） 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度消費生活協同組合（連合会）実態調査票 （１．組合票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）協同組合 （属性）消費生活協同組合 （抽出枠）

厚生労働省、地方厚生局及び都道府県が各々整備している所管組合の名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０２０ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）前年４月１日の属する事

業年度 （系統）厚生労働省－都道府県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月末日 

【調査事項】 組合の種類、事業の状況、財務の状況等 

※ 

【調査票名】 ２－平成２１年度消費生活協同組合（連合会）実態調査票 （２．連合会

票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）連合会 （属性）消費生活協同組合連合会 （抽

出枠）厚生労働省、地方厚生局及び都道府県が各々整備している所管組合の

名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）前年４月１日の属する事業年度 

（系統）厚生労働省－民間事業者－報告者周期 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月末日 

【調査事項】 連合会の種類、事業の状況、財務の状況等 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 沖縄県県民健康意識実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月７日 

【実施機関】 沖縄県福祉保健部国保・健康増進課 

【目 的】 従業者数が５人未満の県内事業所の自業主及び従業者の勤務形態、健康管理、

生活習慣等を調査し、今後の健康診断の受診率の向上対策の検討資料を得る。 

【調査の構成】 １－沖縄県県民健康意識実態調査票（事業主用） ２－沖縄県県民健康

意識実態調査票（従業者用） 

※ 

【調査票名】 １－沖縄県県民健康意識実態調査票（事業主用） 

【調査対象】 （地域）沖縄県内全域（ただし、宮古島市、石垣市、伊江村、久米島町、

渡嘉敷村、座間味村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東村、伊平屋村、

伊是名村、多良間村、竹富町及び与那国町を除く。 （単位）事業所 （属

性）全産業の従業者数５人未満の事業所の事業主 （抽出枠）平成１８年事

業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／４７，０００ （配布）調

査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年１１月現在及

び平成２０年４月～２１年３月 （系統）沖縄県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票配布：平成２１年１１月１６日

～１１月２０日、 調査票回収：平成２１年１１月３０日～１２月２８日 

【調査事項】 性別、年齢、同居家族の人数、加入医療保険名、居住市町村名、事業所住

所、事業所業種、事業所従業者数、年収、同居家族の就労の有無、運動習慣

の有無、通院歴、健診履歴、受診健診の種類、健診受診理由、健診未受診理

由、健診受診誘因、特定健診の認知状況、特定健診を知った手段、従業者の

健診受診への配慮の有無 

※ 

【調査票名】 ２－沖縄県県民健康意識実態調査票（従業者用） 

【調査対象】 （地域）沖縄県内全域（ただし、宮古島市、石垣市、伊江村、久米島町、

渡嘉敷村、座間味村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東村、伊平屋村、

伊是名村、多良間村、竹富町及び与那国町を除く。 （単位）個人 （属性）

全産業の従業者数５人未満の事業所の従業者 （抽出枠）平成１８年事業

所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／９０，０００ （配布）調

査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年１１月現在及

び平成２０年４月～２１年３月 （系統）沖縄県－民間事業者－報告者 



- 32 - 
 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票配布：平成２１年１１月１６日

～１１月２０日、 調査票回収：平成２１年１１月３０日～１２月２８日 

【調査事項】 性別、年齢、同居家族の人数、加入医療保険名、居住市町村名、事業所住

所、事業所業種、勤務形態、年収、同居家族の就労の有無、運動習慣の有無、

通院歴、健診履歴、受診健診の種類、健診受診理由、健診未受診理由、健診

受診誘因、特定健診の認知状況、特定健診を知った手段  
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【調査名】 広島市産業廃棄物実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月７日 

【実施機関】 広島市環境局業務部産業廃棄物指導課 

【目 的】 広島市域内における産業廃棄物の排出・処理の現況把握及び将来予測並びに

産業廃棄物に関する事業者への意識調査を実施し、平成１７年度に、本市が策定

した「広島市産業廃棄物処理指導計画」の見直しを検討するための基礎資料を得

る。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物実態調査 調査票（平成２０年度実績） ２－産業廃棄

物実態調査に係る意識調査票 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物実態調査 調査票（平成２０年度実績） 

【調査対象】 （地域）広島市内 （単位）事業所及び企業 （属性）日本標準産業分類

に掲げる大分類のうち、「鉱業，砕石業，砂利採取業」「建設業」「製造業」「電

気・ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「運輸業，郵便業」「卸売業，小

売業」「医療，福祉」「教育，学習支援業」「サービス業」に属する事業所 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査対象年度の４月１日から３月３１日 （系統）

広島市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１０月中旬から１２月中旬ま

で 

【調査事項】 １．事業所の概要等（名称、所在地、資本金、事業所の形態、事業内容等），

２．産業廃棄物発生の有無、廃棄物の量的変化、３．自社で発生した廃棄物

の発生量（廃棄物の名称、分類番号，年間発生量）、４．自社での中間処理

状況（方法番号、中間処理後の量）、５．自社処分・自社再利用、委託処理・

処分状況（処理処分の方法、処理・処分先又は再生利用先の名称及び所在地・

所在地番号）、６．委託中間処理状況（処理方法、処理後の処分）、７．自社・

委託での資源化用途、８．委託中間理後の処分状況（最終処分の場所、再生

利用先又は処分業者） 

※ 

【調査票名】 ２－産業廃棄物実態調査に係る意識調査票 

【調査対象】 （地域）広島市内 （単位）事業所及び企業 （属性）日本標準産業分類

に掲げる大分類のうち、「鉱業，砕石業，砂利採取業」「建設業」「製造業」「電

気・ガス・熱供給・水道業」「情報通信業」「運輸業，郵便業」「卸売業，小

売業」「医療，福祉」「教育，学習支援業」「サービス業」に属する事業所 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査対象年度の４月１日から３月３１日 （系統）
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広島市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１０月中旬から１２月中旬ま

で 

【調査事項】 １．過去の処理・処分状況（発生量的変化等）、２．現在の処理・処分状

況について（困っている事柄）、３．将来の処理・処分状況（発生量の傾向、

見通し、望ましい形態）、４．減量化及び資源化（対策等）、５．処理体制（マ

ニフェスト伝票認知の有無、処理・処分責任者の有無、業者委託の方法及び

料金、産業廃棄物に関する情報・知識の収集状況、ＩＳＯ１４０００シリー

ズの認証取得の有無等）、６．リサイクル品の使用状況、７．行政機関に対

する要望  
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【調査名】 栃木県社会貢献活動団体に関する実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月８日 

【実施機関】 栃木県県民生活部県民文化課 

【目 的】 栃木県内で活動する社会貢献活動団体の組織・活動などの実態を把握するこ

とにより、今後の栃木県内の社会貢献活動を支援・促進していくための基礎資料

とする。 

【調査の構成】 １－栃木県社会貢献活動団体に関する実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－栃木県社会貢献活動団体に関する実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）栃木県内全域 （単位）社会貢献活動団体 （属性）社会貢献活

動を行っている団体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年１０月１日 （系統）栃木県－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票の配布開始：平成２１年１０月

１９日、調査票の提出期限：平成２１年１１月３日 

【調査事項】 団体の概要（活動分野、構成員の人数・年齢層・男女比・勤務形態、財政

規模等）、活動状況（団体が活動する上で困っていること等）、支援センター

について（支援センターの有無等）、ＮＰＯ法人制度について（法人格を取

得したメリット・デメリット、法人格取得の予定、取得する（しない）理由

等）、他団体との関係について（他のＮＰＯ・地域・企業・県・市町との関

係、協働体験の有無等）  
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【調査名】 千葉県医療実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月１３日 

【実施機関】 千葉県健康福祉部健康福祉政策課 

【目 的】 千葉県保健医療計画の改定に際して、千葉県の医療実態を把握し、計画の検

討における基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－千葉県医療実態調査（患者個人票） ２－千葉県医療実態調査（医

療施設設備調査票） 

※ 

【調査票名】 １－千葉県医療実態調査（患者個人票） 

【調査対象】 （地域）千葉県内全域 （単位）個人 （属性）患者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４４，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年１１月２５日～２７日の３日間のうち１日 

（系統）千葉県－民間事業者－報告者（病院） 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査実施期間：平成２１年１１月中旬、

調査票の提出期限：平成２１年１２月２８日 

【調査事項】 性別、生年月日、居住地の区別（県内・県外）、入院日、受診区分、病床、

入院の状況、転帰状況、紹介の状況、診療科目、主な疾病名 

※ 

【調査票名】 ２－千葉県医療実態調査（医療施設設備調査票） 

【調査対象】 （地域）千葉県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２８５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年１１月２５日～２７日の３日間のうち１日 （系

統）千葉県－民間事業者－報告者（病院） 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査実施期間：平成２１年１１月中旬、

調査票の提出期限：平成２１年１２月２８日 

【調査事項】 診療科、病床数、専門外来、設備、職員構成、勤務体制、保健指導等の実

施、併設施設・連携施設、医師確保の状況、医療相談窓口・地域医療連携室

の設置、往診・在宅医療の実施、院外処方箋の発行、ＩＴ化の状況、診療体

制の状況。  
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【調査名】 神戸市男女共同参画社会に関する事業所の意識・実態調査（平成２

１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月１３日 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局市民生活部男女共同参画課 

【目 的】 現行の「神戸市男女共同参画計画」（第２次）の計画期間が平成２２年度に終

了するにあたり、次期計画の策定にかかる資料を得る。 

【調査の構成】 １－神戸市男女共同参画社会に関する事業所の意識・実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－神戸市男女共同参画社会に関する事業所の意識・実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市内全域 （単位）事業所 （属性）従業員２０人以上の事

業所 （抽出枠）委託者が保有する事業所名簿及び平成１８年事業所・企業

統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／６，０００ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年１１月１日 （系統）

神戸市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１１月中旬～平成２２年２

月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要に関する事項、２．女性の能力活用や職域拡大に関する

事項、３．仕事と家庭の両立支援に関する事項、４．多様な働き方の推進に

関する事項、５．その他  
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【調査名】 就業状況に関する調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月１３日 

【実施機関】 広島市勤労市民課 

【目 的】 本市域における市民の就業及び失業の状況を明らかにし、雇用施策等の推進

のための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－就業状況に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－就業状況に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）広島市内全域 （単位）世帯 （属性）世帯 （抽出枠）広島市

住民基本台帳及び外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／５２３，０９６ （配布）

郵送 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年１１月１日現

在 （系統）広島市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票配布開始：平成２１年１１月９

日、調査票回収修了：平成２１年１１月３０日 

【調査事項】 基本的属性、就業・不就業の状況、転職希望・求職の動向  
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【調査名】 静岡市地場産業実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２３日 

【実施機関】 静岡市経済局商工部地域産業課 

【目 的】 静岡市地場産業の保有技術等の実態を把握し、その振興と活性化を図るため

の資料を得る。 

【調査の構成】 １－地場産業保有技術等実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－地場産業保有技術等実態調査票 

【調査対象】 （地域）静岡市内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲

げる大分類「製造業」に属する事業所 （抽出枠）静岡市法人市民税データ 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，０００／４４，０００ （配布）調査

員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）１２月１日から３月３１日 

（系統）静岡市－民間事業者－調査員（同民間事業者）－報告者 

【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）１２月１日～３月３１日 

【調査事項】 １．企業の概要（所在地、資本金、設立時期、従業員数等）、２．会社ホ

ームページの有無、３．主力商品とその売れ行き、４．会社及び事業所が持

っている資格及び技術、５．従業員が業務上保有している資格、６．受注・

販売、製造、製品開発、環境・健康、ＩＴ等の分野において得意とする事項、

７．特殊機械・設備の保有状況、８．技術開発の取り組み状況、９．受注・

販売、製造、製品開発、環境・健康、ＩＴ等の分野において強化したい事項、

１０．現在の問題点、１１．人材に関す津事項（後継者の有無、育成の必要

性、取り組み、今後の雇用予定等）、１２新規参入に対する考え方、１３．

展示会への出展状況、１４．国県市の補助金活用実績、１５．ショールーム

増改築補助金への対応  
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【調査名】 かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アンケート（住

民向け）（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２６日 

【実施機関】 神戸市交通局営業推進課営業企画係 

【目 的】 マイカーから公共交通への利用転換により、温室効果ガスの排出削減を図る。 

【調査の構成】 １－かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アンケート（住

民向け）調査票 

※ 

【調査票名】 １－かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト神戸・アンケート（住

民向け）調査票 

【調査対象】 （地域）西神住宅団地 （単位）個人 （属性）西神住宅団地地区の住民 

（抽出枠）西神住宅団地自治会・婦人会名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，５００／５，０００ （配布）自治会・

婦人会から配布 （取集）自治会・婦人会から収集 （記入）自計 （把握

時）平成２１年１１月 （系統）神戸市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）平成２１年１１月下旬 

【調査事項】 １．日頃の移動について（最寄りの駅・バス停留所からの移動手段及び所

用時間）、２．「かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト」について（プ

ロジェクトに対する興味の度合い、車の所有台数、クルマ利用減少に向ける

意識）、３．クルマを少しでも減らす方法について（最もクルマ利用を減ら

せそうな外出及び方法）等、４．地域との関わりについて  
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【調査名】 中小製造業における新エネルギー分野進出意向調査（平成２１年届

出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２６日 

【実施機関】 大阪府商工労働部商工振興室ものづくり支援課 

【目 的】 大阪府内の中小製造業の新エネルギー分野への進出意向等を把握することに

より、中小企業の新エネルギー分野への参入の可能性を示すとともに、中小企業

と大企業との研究開発又は販路開拓の仲介に活用することを目的とする。 

【調査の構成】 １－中小製造業における新エネルギー分野進出意向に関するアンケート

調査票 

※ 

【調査票名】 １－中小製造業における新エネルギー分野進出意向に関するアンケート調

査票 

【調査対象】 （地域）大阪府内 （単位）企業 （属性）従業者数が１０人以上３００

人以下の企業で、中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律（平

成１８年法律第３３号）第２条第２項に規定する特定ものづくり基盤技術を

保有するもの （抽出枠）平成１９年工業統計調査票及び工業統計調査準備

名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，３６７ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）大阪府－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年１０月２６日～平成２２年３月３

１日 

【調査事項】 １．企業の住所等、２．事業内容、従業者数、３．事業形態、資本金及び

売上高の推移、４．保有技術の内容、５．新エネルギー分野への進出状況、

６．新エネルギー分野への進出意向、７．研究開発及び販路開拓における課

題及び需要、８．関連機関及びものづくりイノベーションネットワークの周

知・利用状況当等  
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【調査名】 年末一時金要求・妥結状況調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２６日 

【実施機関】 滋賀県商工観光労働部労政能力開発課 

【目 的】 滋賀県内民間労働組合の組合員の賃金実態を明らかにし、安定した労使関係

確立のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－年末一時金要求・妥結状況調査票 

※ 

【調査票名】 １－年末一時金要求・妥結状況調査票 

【調査対象】 （地域）滋賀県内全域 （単位）労働組合 （属性）滋賀県内民間労働組

合 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１８０／６００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１２月３１日現在 （系統）

滋賀県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の１１月３０日～翌年１月１０日 

【調査事項】 妥結日、企業全体の総従業員数、平均賃金、要求額、妥結額、交渉型、夏

冬２期分の場合の支給割合  
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【調査名】 林業労働者就労動向調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２６日 

【実施機関】 愛知県農林水産部農林基盤担当局林務課 

【目 的】 愛知県内の林業事業体等の作業員数、年齢構成、作業日数、社会保障等の実

態を調査し、今後における林業就労者の安定確保に資する。 

【調査の構成】 １－林業労働者就労動向調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－林業労働者就労動向調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）事業所及び個人 （属性）愛知県内で、

年間３０日以上、林業（伐木造材集材、造林、保育、育苗、特用林産（林床

栽培））に従事する者を雇用する林業事業体、一人親方、自営業者等を対象

とする。 （抽出枠）愛知県農林水産事務所の名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）職員 （取集）職員 （記入）

他計 （把握時）平成２１年７月３１日現在 （調査対象期間：平成２０年

１月１日～１２月３１日） （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の１２月１日～翌年の１月３１日

まで 

【調査事項】 林業就労者数、作業延べ日数、職歴、社会保障制度、収入源 
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【調査名】 高校生の健康・生活実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２７日 

【実施機関】 千葉県健康福祉部健康づくり支援課 

【目 的】 高校生の健康課題や実態を把握し、健康支援方策を検討するための基礎資料

とする。 

【調査の構成】 １－高校生の健康・生活実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－高校生の健康・生活実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）千葉県内 （単位）個人 （属性）県立及び私立の高等学校１学

年の生徒 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６，０００／４８，７７４ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年２月１日現在 

 （系統）千葉県－民間事業者－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１月～２月 

【調査事項】 睡眠、食事、飲酒・喫煙、性等に関する状況  
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【調査名】 平成２１年度自主防災組織実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２８日 

【実施機関】 静岡県総務部危機管理局危機情報室 

【目 的】 静岡県内の自主防災組織の実態を把握し、防災施策を展開する上での基礎資

料を得るため、実態調査を実施する。この調査結果から、各自主防災組織におい

て整備が求められる台帳（自主防災組織台帳、災害時要援護者台帳）や避難生活

計画書、防災資機材の整備状況等の実態を把握し、地域防災力の底上げを図るこ

とを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２１年度自主防災組織実態調査（調査票） 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度自主防災組織実態調査（調査票） 

【調査対象】 （地域）静岡県内全域 （単位）個人 （属性）自主防災組織の長（自主

防災組織とは、災害発生時だけでなく日ごろから地域の人たちが一緒になっ

て防災活動に取り組むための組織で、地域の自治会や町内会が母体となって

いる地域が多い。） （抽出枠）自主防災組織会長名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，０００ （配布）郵送 （取集）郵送・調

査員 （記入）他計 （把握時）平成２１年１０月１日現在 （系統）静岡

県－民間事業者又は市町－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２１年１１月１日～１２月３１日 

【調査事項】 １．自主防災組織、２．各種台帳、３．避難計画、４．防災訓練、５．県

が進める施策等、６．「自主防災」新聞、７．防災資機材、８．発災時の対

応、９．その他組織の体制等  
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【調査名】 時代を拓く県内製造業未来戦略調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２８日 

【実施機関】 埼玉県産業労働部産業労働政策課 

【目 的】 県内製造業の事業展開の現状や将来に向けた取り組み、県に求める支援策に

ついて、アンケート調査を実施する。 

【調査の構成】 １－時代を拓く県内製造業未来戦略調査票 

※ 

【調査票名】 １－時代を拓く県内製造業未来戦略調査票 

【調査対象】 （地域）埼玉県内全域 （単位）企業 （属性）埼玉県内に本社を置く、

日本標準産業分類の大分類「製造業」に属する企業 （抽出枠）民間調査機

関のデータベース 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）４，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）他計 （把握時）７月１日～１２月３１日（現状）、

翌年の１月１日～６月３０日（見通し）、調査時から５～１０年後（将来の

見込み） （系統）埼玉県－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（緊急雇用創出基金事業による実施） （実施期日）１

２月上旬～３月中旬 

【調査事項】 １．企業の概要（業種、主要生産品、従業員数、資本金額）、２．経営の

現状及び見通し、３．中長期的な事業展開への取組、４．海外展開の状況・

取組、５．次世代産業への取組  
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【調査名】 観光地調査（知多半島観光圏推進観光客実態調査）（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２８日 

【実施機関】 愛知県産業労働部観光コンベンション課 

【目 的】 愛知県知多半島全域で推進している国の観光圏整備事業を推進するために必

要な基礎データを収集することを目的とする。 

【調査の構成】 １－観光地調査調査票 

※ 

【調査票名】 １－観光地調査調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県知多半島全域（東海市、大府市、知多市、常滑市、半田市、

東浦町、阿久比町、武豊町、美浜町、南知多町） （単位）個人 （属性）

観光地・イベント会場を訪れている原則として２０歳以上の日本人男女 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２３，７００／２７，１００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２１年１１月

１４日から平成２１年１２月２０日、平成２２年２月１日から平成２２年２

月２８日 （系統）愛知県産業労働部－民間事業者－統計調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１１月１４日から平成２１

年１２月２０日、平成２２年２月１日から平成２２年２月２８日 

【調査事項】 １．住所、２．性別、３．年齢、４．知多半島への訪問回数、５．旅行の

形態、６．目的、７．移動交通手段、８．今回の旅行の決定要因、９．知多

半島を選んだ理由、１０．立ち寄る施設数（立ち寄り先の決定時期、決定要

因、主な訪問先）、１１．知多半島で知っている観光資源、１２．宿泊旅行

か否か、１３．一人当たりの旅行費用、１４．知多半島の満足度、１５．知

多半島再訪の意志の有無、１６．土産話ができたか否か、１７．宿泊旅行で

知多半島を訪れる場合の改善点等  
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【調査名】 看護職員勤務状況等実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２９日 

【実施機関】 長野県衛生部医療政策課 

【目 的】 看護職員を雇用している医療施設等の看護職員の勤務状況等とともに将来の

需要予測等の実態を把握し、第七次看護職員需給見通しを策定するための基礎資

料とする。 

【調査の構成】 １－看護職員勤務状況等実態調査 調査票１ ２－看護職員勤務状況等

実態調査 調査票２ ３－看護職員勤務状況等実態調査 調査票３ ４－

看護職員勤務状況等実態調査 調査票４ ５－看護職員勤務状況等実態調

査 調査票５ ６－看護職員勤務状況等実態調査 調査票６ 

※ 

【調査票名】 １－看護職員勤務状況等実態調査 調査票１ 

【調査対象】 （地域）長野県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員を雇

用している病院等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１３４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年６月１日 （系統）長野県－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票配布：平成２１年１１月１３日、

調査票提出期限：平成２１年１１月３０日 

【調査事項】 ア．基本情報、イ．就業状況、ウ．看護職員配置計画、エ．看護職員確保

情報 

※ 

【調査票名】 ２－看護職員勤務状況等実態調査 調査票２ 

【調査対象】 （地域）長野県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員を雇

用している診療所等 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出・有意抽出 （客体数）２，１０３ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年６月１日 （系

統）長野県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票配布：平成２１年１１月１３日、

調査票提出期限：平成２１年１１月３０日 

【調査事項】 ア．基本情報、イ．就業状況、ウ．看護職員配置計画、エ．看護職員確保

情報 

※ 

【調査票名】 ３－看護職員勤務状況等実態調査 調査票３ 

【調査対象】 （地域）長野県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員を雇

用している介護老人保健施設等 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２２６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年６月１日 （系統）長野県－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票配布：平成２１年１１月１３日、

調査票提出期限：平成２１年１１月３０日 

【調査事項】 ア．基本情報、イ．就業状況、ウ．看護職員配置計画、エ．看護職員確保

情報 

※ 

【調査票名】 ４－看護職員勤務状況等実態調査 調査票４ 

【調査対象】 （地域）長野県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員を雇

用している助産所等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年６月１日 （系統）長野県－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票配布：平成２１年１１月１３日、

調査票提出期限：平成２１年１１月３０日 

【調査事項】 ア．基本情報、イ．就業状況、ウ．看護職員配置計画、エ．看護職員確保

情報 

※ 

【調査票名】 ５－看護職員勤務状況等実態調査 調査票５ 

【調査対象】 （地域）長野県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員を雇

用している保健所等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年６月１日 （系統）長野県－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票配布：平成２１年１１月１３日、

調査票提出期限：平成２１年１１月３０日 

【調査事項】 ア．基本情報、イ．就業状況、ウ．看護職員配置計画、エ．看護職員確保

情報 

※ 

【調査票名】 ６－看護職員勤務状況等実態調査 調査票６ 

【調査対象】 （地域）長野県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員を雇

用している大学等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年６月１日 （系統）長野県－民間事業者－報告

者 
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【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）調査票配布：平成２１年１１月１３日、

調査票提出期限：平成２１年１１月３０日 

【調査事項】 ア．基本情報、イ．就業状況、ウ．看護職員配置計画、エ．看護職員確保

情報  
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【調査名】 成人式に関する調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２９日 

【実施機関】 鹿児島県教育委員会社会教育課 

【目 的】 成人式に関する実施状況を把握し、報道機関や市町村、その他関係機関へ情

報提供するため。 

【調査の構成】 １－平成２２年成人式に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２２年成人式に関する調査票 

【調査対象】 （地域）鹿児島県内全域 （単位）地方公共団体 （属性）鹿児島県内各

市町村教育委員会（市教委１８，町教委２３，村教委４） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４５ （配布）電子メール （取集）電子メー

ル （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月１日 （系統）鹿児島県教

育委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年１１月１１日 

【調査事項】 １．成人式の実施、２．成人式への参加対象者、３．新成人者数、４．成

人式の実施日時及び会場、５．成人式の主催者及び共催，協力団体等、６．

成人式の企画・運営、７．成人式への出席者、８．成人式の内容、９．その

他  
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（２）変更 

【調査名】 青少年の社会意識及び活動に関する調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２日 

【実施機関】 茨城県知事公室女性青少年課 

【目 的】 家庭、学校、地域などの各領域における青少年の意識や活動の実態と青少年

の保護者の子育てに関する意識を明らかにし、親子関係の特徴や問題状況等を的

確に把握することにより、「いばらき青少年プラン」の改定（次期計画策定）資

料とする。 

【調査の構成】 １－青少年の社会意識及び活動に関する調査 調査票（小学生用） ２

－青少年の社会意識及び活動に関する調査 調査票（中学生用） ３－青

少年の社会意識及び活動に関する調査 調査票（高校生用） ４－青少年

の社会意識及び活動に関する調査 調査票（一般青年用） ５－青少年の

社会意識及び活動に関する調査 調査票（保護者用） 

※ 

【調査票名】 １－青少年の社会意識及び活動に関する調査 調査票（小学生用） 

【調査対象】 （地域）茨城県内全域 （単位）個人 （属性）小学５年生～小学６年生 

（抽出枠）茨城教育便覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６００／５７，５００ （配布）学校 （取

集）民間事業者 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月～１１月 （系

統）茨城県－民間事業者－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１０月２９日～１１月１９日 

【調査事項】 家庭での生活について、学校生活や友だちについて、休日や放課後につい

て、携帯電話について 

※ 

【調査票名】 ２－青少年の社会意識及び活動に関する調査 調査票（中学生用） 

【調査対象】 （地域）茨城県内全域 （単位）個人 （属性）中学１年生～中学３年生 

（抽出枠）茨城教育便覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９００／８７，３００ （配布）学校 （取

集）民間事業者 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月～１１月 （系

統）茨城県－民間事業者－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１０月２９日～１１月１９日 

【調査事項】 家庭での生活について、学校生活や友だちについて、休日や放課後につい

て、携帯電話について、考えや悩み、性・リスク行動 

※ 

【調査票名】 ３－青少年の社会意識及び活動に関する調査 調査票（高校生用） 

【調査対象】 （地域）茨城県内全域 （単位）個人 （属性）高校１年生～高校３年生 
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（抽出枠）茨城教育便覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９００／８１，８００ （配布）学校 （取

集）民間事業者 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月～１１月 （系

統）茨城県－民間事業者－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１０月２９日～１１月１９日 

【調査事項】 家庭での生活について、学校生活について、休日や放課後について、携帯

電話について、将来の職業、考えや悩み 

※ 

【調査票名】 ４－青少年の社会意識及び活動に関する調査 調査票（一般青年用） 

【調査対象】 （地域）茨城県内全域 （単位）個人 （属性）１８歳～２９歳の青年 （抽

出枠）（社）青少年育成茨城県民会議賛助会員名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００／３８６，５００ （配布）事

業所 （取集）民間事業者 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月～

１１月 （系統）茨城県－民間事業者－事業所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１０月２９日～１１月１９日 

【調査事項】 家庭生活について、仕事について、将来や生き方について、考えや悩み 

※ 

【調査票名】 ５－青少年の社会意識及び活動に関する調査 調査票（保護者用） 

【調査対象】 （地域）茨城県内全域 （単位）個人 （属性）小学５年生～高校３年生

の児童・生徒の保護者 （抽出枠）茨城教育便覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，４００／３５０，０００ （配布）学

校 （取集）民間事業者 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月～１

１月 （系統）茨城県－民間事業者－学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１０月２９日～１１月１９日 

【調査事項】 家庭生活と子育てについて、地域活動、メディア・社会環境などについて
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【調査名】 平成２１年度県民生活習慣実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２日 

【実施機関】 岩手県保健福祉部保健衛生課 

【目 的】 県民の身体状況、栄養摂取状況、生活習慣及び健康に対する意識等を把握す

ることにより、平成１３年６月に策定された「健康いわて２１プラン」の推進状

況を確認し、もって平成２２年度から２４年度に行う最終評価及び次期計画の策

定に資する。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票 ２－歯科疾患実態調査口腔診査票 ３－栄養摂取

状況調査票 ４－県民生活習慣状況調査票 ５－歯科疾患実態調査アンケ

ート調査票 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【調査対象】 （地域）岩手県下全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２１年度

県民生活習慣実態調査指定調査区一覧に示す地区の世帯及び世帯員 （抽出

枠）平成１７年国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１，３５２，３８８ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２１年１１月

１日現在 （系統）岩手県保健福祉部保健衛生課－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．身長、２．体重、３．胸囲、４．問診（服薬、運動状況等）、５．１

日の運動量（歩行数） 

※ 

【調査票名】 ２－歯科疾患実態調査口腔診査票 

【調査対象】 （地域）岩手県下全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２１年度

県民生活習慣実態調査指定調査区一覧に示す地区の世帯及び世帯員 （抽出

枠）平成１７年国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１，３５２，３８８ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２１年１１月

１日現在 （系統）岩手県保健福祉部保健衛生課－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．歯の状況、２．歯周組織の状況、３．補綴処置の状況・必要度、４．

顔面頸部、粘膜その他の異常 

※ 

【調査票名】 ３－栄養摂取状況調査票 

【調査対象】 （地域）岩手県下全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２１年度

県民生活習慣実態調査指定調査区一覧に示す地区の世帯及び世帯員 （抽出
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枠）平成１７年国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１，３５２，３８８ （配

布）調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年

１１月１日現在 （系統）岩手県保健福祉部保健衛生課－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．世帯状況、２．食事状況、３．食物摂取状況 

※ 

【調査票名】 ４－県民生活習慣状況調査票 

【調査対象】 （地域）岩手県下全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２１年度

県民生活習慣実態調査指定調査区一覧に示す地区の世帯及び世帯員 （抽出

枠）平成１７年国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，６００／１，１７４，４０１ （配

布）調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年

１１月１日現在 （系統）岩手県保健福祉部保健衛生課－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．日常生活で感じていること、２．日常生活の過ごし方、３．食生活、

運動、喫煙、飲酒、不慮の事故、こころ、生活習慣病等の知識、意識及び実

態、４．健診・保健指導の受診状況 

※ 

【調査票名】 ５－歯科疾患実態調査アンケート調査票 

【調査対象】 （地域）岩手県下全域 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２１年度

県民生活習慣実態調査指定調査区一覧に示す地区の世帯及び世帯員 （抽出

枠）平成１７年国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１，３５２，３８８ （配

布）調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年

１１月１日現在 （系統）岩手県保健福祉部保健衛生課－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．歯の健康管理（歯磨きの実施状況、歯間清掃用具の使用状況等）、２．

歯の残存歯数  
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【調査名】 平成２１年度受動喫煙に関する施設調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月６日 

【実施機関】 神奈川県保健福祉部健康増進課たばこ対策室 

【目 的】 県内の公共的施設における受動喫煙防止対策の実施状況及び受動喫煙防止対

策実施上の問題点等を明らかにすることにより、今後の受動喫煙防止対策推進方

策検討の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－受動喫煙に関する施設調査票 

※ 

【調査票名】 １－受動喫煙に関する施設調査票 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）事業所 （属性）神奈川県公共的施設に

おける受動喫煙防止条例の規制対象施設 （抽出枠）平成１８年度事業所・

企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，２００／２１１，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１１月１日 （系

統）神奈川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）隔年 （実施期日）調査実施年の１１月１６日～１１月３０日 

【調査事項】 ア．属性（施設種別、形態、規模（面積））、イ．受動喫煙の認知度、ウ．

受動喫煙防止対策の実施状況、エ．神奈川県公共的施設における受動喫煙防

止条例の認知度、オ．今後の受動喫煙防止対策についての意見等 
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【調査名】 平成２１年度受動喫煙に関する県民意識調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月６日 

【実施機関】 神奈川県保健福祉部健康増進課たばこ対策室 

【目 的】 神奈川県民の受動喫煙に関する意識を把握するとともに、受動喫煙防止の取

り組みの課題を把握することにより、今後の受動喫煙防止対策推進方策検討の基

礎資料とする。 

【調査の構成】 １－受動喫煙に関する県民意識調査票 

※ 

【調査票名】 １－受動喫煙に関する県民意識調査票 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の県民 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／７，２８１，１９２ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１１月１

日 （系統）神奈川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）隔年 （実施期日）調査実施年の１１月１６日～１１月３０日 

【調査事項】 ア．属性（性別、年代、居住地域、喫煙習慣の有無））、イ．受動喫煙の認

知度、ウ．受動喫煙の曝露状況、エ．受動喫煙に対する意識・行動、オ．神

奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の認知度、カ．今後の受動喫煙

防止対策についての意見等  
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【調査名】 千葉県生活習慣に関するアンケート調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月７日 

【実施機関】 千葉県健康福祉部健康づくり支援課 

【目 的】 千葉県民の健康に係る生活習慣の現状を把握し，今後の健康づくり施策の推

進等に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－生活習慣に関するアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－生活習慣に関するアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）千葉県内 （単位）個人 （属性）１５歳以上の男女 （抽出枠）

住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／６，１９９，０８９ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１１月１

日 （系統）都道府県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査票の配布時期：調査実施年の１１月上

旬、調査票の提出期限：調査実施年の１１月下旬 

【調査事項】 健康の状況、栄養・食生活の状況、身体活動・運動の状況、休養・心の健

康の状況、喫煙・飲酒の状況、歯の健康の状況、がんの状況、メタボリック

シンドロームの状況、及び健康に関する情報  
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【調査名】 市政アドバイザー意識調査（第１０期・第３回）（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月８日 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局参画推進部広聴課 

【目 的】 神戸市政に関する具体的施策や事業についての意見を求めるほか、市民生活

に関する意識を市の事業や施策を実施していく上での参考とする。 

【調査の構成】 １－第１０期市政アドバイザー第３回意識調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－第１０期市政アドバイザー第３回意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市内全域 （単位）個人 （属性）第１０期市政アドバイザ

ー （抽出枠）市政アドバイザー登録名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１００／１，１００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月～１１月上旬 （系

統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２１年１０月２３日 

【調査事項】 １．住まいのあり方に関する事項、２．生涯学習に関する事項、３．家族

が熱い１週間に関する事項  
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【調査名】 県民健康調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月１３日 

【実施機関】 福島県保健福祉部健康増進課 

【目 的】 健康ふくしま２１計画の最終評価を実施するに当たって、数値目標項目の現

状の数値を把握する。また、併せて、健康ふくしま２１の普及状況、計画に関連

する状況を把握する。 

【調査の構成】 １－県民健康調査 

※ 

【調査票名】 １－県民健康調査 

【調査対象】 （地域）福島県全域 （単位）世帯 （属性）抽出された８０調査区に所

在する世帯（世帯の１５歳以上の世帯員） （抽出枠）平成１７年国勢調査

調査区一覧表、平成１７年国勢調査調査区地図、住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／１，７５８，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在及び調査日

を基準とした過去１年間 （系統）都道府県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成２１年１０月２１日～平成２１年１１

月３０日 

【調査事項】 １．健康ふくしま２１計画に関する事項、２．喫煙・飲酒に関する事項、

３．栄養・食生活に関する事項、４．身体活動・運動に関する事項、５．休

養・こころの健康に関する事項、６．歯の健康に関する事項  
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【調査名】 平成２１年度県民栄養調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２０日 

【実施機関】 山梨県福祉保健部健康増進課 

【目 的】 県民の健康状態及び栄養素等摂取状況を的確に把握し、県民の健康、食生活

改善対策、食育等の施策を推進する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票 ２－栄養摂取状況調査票 ３－生活習慣調査票 

４－子どもの食生活状況調査票 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）個人 （属性）世帯及び１歳以上の世帯員 

（抽出枠）平成１７年国勢調査及び平成２１年度国民健康・栄養調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５７５ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）他計 （把握時）１１月中に、調査地区の実状を考慮して、

最も高い協力率をあげうる日時を選定して行う。 （系統）山梨県福祉保健

部健康増進課－保健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１１月中に、調査地区の実状を考慮して、

最も高い協力率をあげうる日時を選定して行う。 

【調査事項】 １．身長・体重（満１歳以上）、２．腹囲（満６歳以上）、３．血圧（満１

５歳以上）、４．血液検査（１５項目）（満２０歳以上）（特定地域のみ）、５．

１日の運動量（歩行数）（満１５歳以上）、６．問診（服薬状況、運動）（満

２０歳以上） 

※ 

【調査票名】 ２－栄養摂取状況調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）個人 （属性）世帯及び１歳以上の世帯員 

（抽出枠）平成１７年国勢調査及び平成２１年度国民健康・栄養調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５７５ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）１１月中の１日を任意に定めて行う（日

曜日及び祝日は除く） （系統）山梨県福祉保健部健康増進課－保健所－調

査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１１月中の１日を任意に定めて行う（日曜

日及び祝日は除く） 

【調査事項】 １．世帯状況：世帯番号、氏名、性別、生年月日、妊婦（週数）・授乳婦

別、仕事の種類、日常生活活動強度 ２．食事状況：朝・昼・夕別、家庭食、

外食、欠食の区別 ３．食物摂取状況：料理名、食品名、使用量、廃棄量、

世帯員毎の案分比率 

※ 
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【調査票名】 ３－生活習慣調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）個人 （属性）世帯及び１歳以上の世帯員 

（抽出枠）平成１７年国勢調査及び平成２１年度国民健康・栄養調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５７５ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）栄養摂取状況調査と同日に行う （系統）

山梨県福祉保健部健康増進課－保健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）栄養摂取状況調査と同日に行う 

【調査事項】 食生活、運動、睡眠、飲酒、喫煙、歯の健康等に関する生活習慣全般 

※ 

【調査票名】 ４－子どもの食生活状況調査票 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）個人 （属性）３歳以上１５歳以下の子ど

も 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／１２５，８５７ （配布）

職員 （取集）職員 （記入）自計 （把握時）調査年の１１月～１２月中 

（系統）山梨県福祉保健部健康増進課－保健所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年１１月１日～平成２２年１月８

日 

【調査事項】 子どもの食事の摂取状況、食事に対する意識、生活習慣、食事環境等全般



- 63 - 
 

【調査名】 看護職員確保対策実態調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２２日 

【実施機関】 新潟県福祉保健部福祉保健課 

【目 的】 県内の看護職員が就業している施設における看護職員の就業状況、勤務条件、

今後の配置計画等を把握し、「新潟県看護職員需給計画」策定のための基礎デー

タを得る。 

【調査の構成】 １－看護職員確保対策実態調査 調査票１ ２－看護職員確保対策実態

調査 調査票２ ３－看護職員確保対策実態調査 調査票３ ４－看護職

員確保対策実態調査 調査票４ ５－看護職員確保対策実態調査 調査票

５ ６－看護職員確保対策実態調査 調査票６ 

※ 

【調査票名】 １－看護職員確保対策実態調査 調査票１ 

【調査対象】 （地域）新潟県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員（保

健師、助産師、看護師、准看護師）が就業していると思われる病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１３３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年の６月１日 （系統）新潟県－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１２日～１１月２５日 

【調査事項】 基本情報（設置主体、病床数、患者数等）、就業状況（就業形態別看護職

員数、休業・休暇の取得状況、採用状況、退職者の状況）、今後の看護職員

配置計画等 

※ 

【調査票名】 ２－看護職員確保対策実態調査 調査票２ 

【調査対象】 （地域）新潟県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員（保

健師、助産師、看護師、准看護師）が就業していると思われる診療所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７３３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の６月１日 （系統）新潟県－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１２日～１１月２５日 

【調査事項】 基本情報（設置主体、病床数、患者数等）、就業状況（就業形態別看護職

員数、休業・休暇の取得状況、採用状況、退職者の状況）、今後の看護職員

配置計画等 

※ 

【調査票名】 ３－看護職員確保対策実態調査 調査票３ 

【調査対象】 （地域）新潟県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員（保

健師、助産師、看護師、准看護師）が就業していると思われる介護老人保健
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施設等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，２２５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の６月１日 （系統）新潟県－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１２日～１１月２５日 

【調査事項】 基本情報（設置主体、入所者数、通所者数等）、就業状況（就業形態別看

護職員数、休業・休暇の取得状況、採用状況、退職者の状況）、今後の看護

職員配置計画等 

※ 

【調査票名】 ４－看護職員確保対策実態調査 調査票４ 

【調査対象】 （地域）新潟県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員（保

健師、助産師、看護師、准看護師）が就業していると思われる訪問看護ステ

ーション等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２２８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年の６月１日 （系統）新潟県－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１２日～１１月２５日 

【調査事項】 基本情報（設置主体、利用者数等）、就業状況（就業形態別看護職員数、

休業・休暇の取得状況、採用状況、退職者の状況）、今後の看護職員配置計

画等 

※ 

【調査票名】 ５－看護職員確保対策実態調査 調査票５ 

【調査対象】 （地域）新潟県内全域 （単位）事業所・市町村 （属性）看護職員（保

健師、助産師、看護師、准看護師）が就業していると思われる保健所等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２５１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年の６月１日 （系統）新潟県－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１２日～１１月２５日 

【調査事項】 基本情報（設置主体等）、就業状況（就業形態別看護職員数、休業・休暇

の取得状況、採用状況、退職者の状況）、今後の看護職員配置計画等 

※ 

【調査票名】 ６－看護職員確保対策実態調査 調査票６ 

【調査対象】 （地域）新潟県内全域 （単位）保健・医療施設 （属性）看護職員（保

健師、助産師、看護師、准看護師）が就業していると思われる看護師等学校

養成所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）
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自計 （把握時）調査実施年の６月１日 （系統）新潟県－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１２日～１１月２５日 

【調査事項】 基本情報（設置主体、定員数等）、就業状況（就業形態別看護職員数、休

業・休暇の取得状況、採用状況、退職者の状況）、今後の看護職員配置計画

等  
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【調査名】 中小企業景況調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２８日 

【実施機関】 愛知県産業労働部産業労働政策課 

【目 的】 県内中小企業の産業活動の動向に関する基礎的な事項について把握し、地域

経済に関する施策の企画・立案及び効果的な推進を図る。 

【調査の構成】 １－中小企業景況調査票 

※ 

【調査票名】 １－中小企業景況調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）事業所及び企業 （属性）日本標準産業

分類大分類による「製造業」、「卸売業・小売業」、「建設業」、「サービス業」

を営む中小企業 （抽出枠）平成１８年度事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１６２，０００ （配布）

郵送・ファクシミリ （取集）郵送・ファクシミリ （記入）自計 （把握

時）毎年４～６月期は６月１日、７～９月期は９月１日、１０～１２月期は

１２月１日、１～３月期は３月１日 （系統）愛知県産業労働部－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）４～６月期は実施開始日である６月１日

に到達するように５月末日の３日前頃、７～９月期は実施開始日である９

月１日に到達するように８月末日の３日前頃、１０～１２月期は実施開始

日である１２月１日に到達するように１１月末日の３日前頃、１～３月期

は実施開始日である３月１日に到達するように２月末日の３日前頃 

【調査事項】 １．業種、２．従業員数、３．当期の経営実績（１）総合的な景況判断、

（２）売上高、（３）資金繰り、（４）販売価格、（５）主要原材料価格、（６）

製品在庫、（７）設備の稼働状況、２．当期の採算、３．当期の設備投資の

有無、４．雇用人員及び雇用過剰に対する今後の対策、５．金融機関の貸出

態度、６．当期経営上の問題点、７．行政が今後強化すべき支援策、８．昨

年と比較した来期の見通し（１）総合的な景況判断、（２）売上高、（３）資

金繰り、９．来期の採算、１０．来期における設備投資の計画、１１．新型

インフルエンザに関する調査（１）企業活動への影響の有無、（２）新型イ

ンフルエンザ対策の実施事項  
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【調査名】 県民経済計算推計に関する特別調査（平成２１年届出） 

【受理年月日】 平成２１年１０月２９日 

【実施機関】 神奈川県総務部統計課 

【目 的】 県民経済計算推計に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－財政収支調査票（甲） ２－財政収支調査票（乙） ３－財政収支

調査票（丙） ４－共済組合事業実績調査票 ５－鉄道事業実績調査票 ６

－ガス事業実績調査票 

※ 

【調査票名】 １－財政収支調査票（甲） 

【調査対象】 （地域）神奈川県内全域 （単位）事業所及び企業 （属性）国の機関（一

般会計及び非企業特別会計を対象） （抽出枠）総務省神奈川行政評価事務

所資料 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年３月３１日 

【調査事項】 １．事業体、２．歳入、３．歳出、４．公共事業費 

※ 

【調査票名】 ２－財政収支調査票（乙） 

【調査対象】 （地域）神奈川県内全域 （単位）事業所及び企業 （属性）国の機関（企

業特別会計を対象）、公団、公庫、事業団及び独立行政法人（財政収支調査

（丙）の対象となる機関を除く） （抽出枠）総務省神奈川行政評価事務所

資料 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年３月３１日 

【調査事項】 １．事業体、２．収益費用、３．有形固定資産、４．棚卸資産 

※ 

【調査票名】 ３－財政収支調査票（丙） 

【調査対象】 （地域）神奈川県内全域 （単位）行政機関 （属性）神奈川県内に所在

する一般政府に分類される独立行政法人・国立大学法人及び独立行政法人・

国立病院機構 （抽出枠）総務省神奈川行政評価事務所資料 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年３月３１日 

【調査事項】 １．事業体、２．収益費用、３．有形固定資産、４．棚卸資産 

※ 
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【調査票名】 ４－共済組合事業実績調査票 

【調査対象】 （地域）神奈川県内全域 （単位）共済組合 （属性）神奈川県内に所在

する共済組合 （抽出枠）共済小六法 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年３月３１日 

【調査事項】 １．フェイス事項、２．給付金、３．掛け金及び負担金、４．財産運用収

入、５．貸付金（貸付経理分） 

※ 

【調査票名】 ５－鉄道事業実績調査票 

【調査対象】 （地域）神奈川県内全域 （単位）事業所 （属性）神奈川県内に所在す

る鉄道（モノレール及びロープウェイを含む）事業者（東日本旅客鉄道株式

会社、東海旅客鉄道株式会社及び、日本貨物鉄道株式会社は除く） （抽出

枠）国土交通省鉄道局資料 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年３月３１日 

【調査事項】 １．貴社名、２．神奈川県内の所在事業所の人件費、３．貴社全体の人件

費、４．神奈川県内における有形固定資産残高、５．貴社全体の有形固定資

産残高、６．神奈川県内の料金収入、７．貴社全体の料金収入 

※ 

【調査票名】 ６－ガス事業実績調査票 

【調査対象】 （地域）神奈川県内全域 （単位）事業所 （属性）神奈川県内に所在す

るガス事業者 （抽出枠）社団法人日本ガス協会資料 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年３月３１日 

【調査事項】 １．貴社名，２．神奈川県内の所在事業所の人件費，３．貴社全体の人件

費，４．神奈川県内における有形固定資産残高，５．貴社全体の有形固定資

産残高，６．神奈川県内の料金収入，７．貴社全体の料金収入 
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